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【社外取締役(社外監査役)のサポート体制】 

社外取締役及び社外監査役に対しては、日常的に情報共有に努め、重要事項については取締役会

開催前に必要に応じて口頭または電子メール等を利用した事前説明を行い、意思決定をサポートし

ています。 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要) 

（１）企業統治の体制の内容 

① 取締役会 

当社の取締役会は、取締役５名で構成しており、毎月１回定期に開催しているほか、必要に応

じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では、経営の基本方針、法令、定款、取締役会

規程で定められた事項及びその他経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務執

行を監督しております。 

② 監査役会 

当社は、社外監査役３名（うち１名は常勤）による監査役会を設置しております。監査役は、

取締役会及びその他の重要な会議への出席、会社の業務及び財産の状況調査並びに各取締役と

の積極的な意見交換を通じて取締役の職務執行の監査を行っております。 

（２）内部監査及び監査役監査 

内部監査は、内部監査規程に基づき、各部門の業務に対して監査を実施しております。監査結

果は、代表取締役社長及び被監査部門に報告されるとともに、被監査部門に対して改善指示を行

い、改善状況を継続的に確認しております。 

また、内部監査責任者（１名）と監査役は、随時情報交換を実施しており、それぞれの監査過

程で発見された事項に関する情報を共有することにより、全社的な業務改善に連携して取り組

んでおります。また、内部監査責任者と監査役は、監査法人とも定期的に意見交換を実施してお

り、各監査を有機的に連携させることにより、各監査の実効性及び効率性の向上を図るととも

に、当社の業務の適正性の確保に努めております。 

（３）会計監査の状況 

会計監査については、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規

程の特例」第 128 条第３項の規定に基づき、仰星監査法人による監査を受けております。 

当社の当連結会計年度における監査業務を執行した公認会計士は、寺本悟氏、田邉太郎氏の２

名であり、いずれも継続監査年数については７年以内であります。また、当該監査業務にかかる

補助者は、公認会計士７名であります。 

なお、当社と監査に従事する公認会計士及びその補助者との間には、特別の利害関係はありま

せん。 

（４）責任限定契約 

当社は、会社法第 427 条第１項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、

会社法第 423 条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく

損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるの

は、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務遂行について善意でかつ重大な

過失がないときに限られます。 
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(f)内部監査室は、法令・定款及び諸規程等に基づき適切な業務が行われているか監査・監督を

行います。 

(g)コンプライアンス意識の徹底・向上を図るための方策として、取締役及び全従業員を対象と

した、コンプライアンスの基本や業務上必須な情報管理等に関する研修会を実施し、継続

的な教育・普及活動を行います。 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

(a)取締役の職務の執行にかかる情報については、法令及び「文書管理規程」を含む社内規定

に従い、文書（電磁的記録含む）により作成、保存、管理する。また必要に応じて運用状

況の検証、規程等の見直しを行います。 

(b)取締役及び監査役が、その職務上必要あるときは直ちに上記文書等を閲覧できる保存管理

体制といたします。 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(a)リスク管理の基本事項を定めた「リスク管理規程」に従い、取締役会において、各リスク

について網羅的、体系的な管理を実施します。 

(b)リスク情報等については、各部門責任者より取締役会に対して報告を行います。 

(c)不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長の指揮下に対策本部を設置し、必要に応

じて顧問弁護士等の外部専門家機関とともに、迅速かつ的確な対応を行い、損失・被害の

拡大を最小限にとどめる体制を整えます。 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(a)「取締役規程」を遵守し、社外取締役を含む取締役から構成される取締役会を月 1 回定時に

開催するほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催します。 

(b)「取締役会規程」に定められている、要付議事項について、事前に十分な資料を準備して、

取締役会に付議することを遵守します。 

(c)経営方針に基づく中期経営計画、年度事業計画の目標と責任を明確にするとともに、予算と

実績の差異分析を通じて所期の業績目標の達成を図ります。 

(d)意思決定の迅速化のため、「組織規程」「職務権限規程」等の社内規程を整備し、役割、

権限、責任を明確にします。 

(e)職務権限を超える案件については、主管部門の専門的意見を反映させたうえで、代表取締

役及び担当役員の合議により決議する稟議制を構築、運営します。 

（５）当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(a)当社はフロンティアグループ（企業集団）における人材方針やコンプライアンス方針を明示

し、企業集団に経営理念の共有・浸透を図り、その業務の適正を確保します。 

(b)子会社は「関係会社管理規程」に定める承認事項・報告事項については、当社へ報告し、承

認を求めるとともに、定期的に業務進捗情報の報告を実施し、経営管理情報・危機管理情報

の共有を図りながら、業務執行体制の適正を確保します。 

(c)子会社の部門長は子会社の損失の危険の発生を把握した場合、直ちにその内容、発生する損

失の程度及び当社に対する影響等について取締役会に報告を行います。 

(d)子会社は、当社の内部監査室による定期的な内部監査の対象とし、監査の結果は当社の代表

取締役社長に行います。 

(e)当社は必要に応じて、子会社に対し取締役を派遣又は監査役が赴き、当該役員を通じて子会

社取締役の職務執行を監視・監督するものとします。 

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項及びその使用人の担当取締役からの独立性に関する事項並びに指示の実効性確保に関する事

項 

(a)監査役が必要とした場合、監査役に職務を補助するための監査役補助使用人を置くものと
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し、その人選については監査役会で協議するものとします。 

(b)監査役補助使用人の取締役からの独立性を確保するため、監査役補助使用人は取締役の指

揮、命令を受けないものとし、当該期間中の任命、異動、評価、解任等については監査役会

の同意を得るものとします。 

(c)監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の要請に基づき補助を行う際は、監査役の指揮

命令に従うものとします。 

（７）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

(a)当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制 

ⅰ監査役は取締役会のほか必要に応じて、一切の社内会議に出席する権利を有します。 

ⅱ監査役の要請に応じて、取締役会及び使用人は、事業及び内部統制の状況等の報告を行い、

内部監査室（現管理部）は内部監査の結果を報告するものとします。 

ⅲ取締役及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、または会社に著しい損害

を及ぼす恐れのある事実を知った時には、速やかに監査役に報告するものとします。 

(b)子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた

ものが当社の監査役に報告するための体制 

ⅰ当社監査役の要請に応じて業務の執行状況の報告を行うとともに、当社及び子会社に著しい

損害を及ぼす恐れのある事項を発見した時は、直ちに当社の監査役へ報告するものとしま

す。 

（８）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保する

ための体制 

監査役への報告を行った、取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利

な扱いを行うことを禁止し、「内部通報規程」で定める通報者の保護に基づき、当該報告をした

者の保護を行うものとします。 

（９）監査役の職務執行について生ずる費用又は債務の処理にかかる方針に関する事項 

監査役の職務執行について生ずる費用等の請求の手続きを定め、監査役から前払い又は償還

等の請求があった場合には、当該請求にかかる費用が監査役の職務執行に必要でないと明らか

に認められる場合を除き、所定の手続きに従い、これに応じることとします。 

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(a)社外監査役として、企業経営に精通した経験者・有識者や公認会計士等の有資格者を招聘

し、代表取締役社長や取締役等、業務を執行するものからの独立性を保持するものとしま

す。 

(b)監査役は、代表取締役社長との定期的な会議を開催し、意見や情報交換を行うものとしま

す。 

(c)監査役は、管理部と緊密な連携を保ち、必要に応じて、管理部に調査を依頼できるものとし

ます。 

（11）財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制 

当社は財務報告の信頼性を確保するため、経理規程類を整備するとともに「財務報告にかか

る内部統制の整備に関する基本方針」を定め、財務報告において不正や誤謬が発生するリスク

を管理し、予防及び牽制機能を整備・運用・評価し、不備があれば是正していく体制を整備し

ます。 

（12）反社会的勢力排除に向けた体制 

社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、関係各機関との連

携を含め会社全体で毅然とした態度で臨むものとし、反社会的勢力とは一切の関係を遮断しま

す。また、警察や関係機関並びに弁護士等の専門機関と連携を図りながら、引き続き反社会的

勢力を排除するための整備を推進します。 
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２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、関係各機関との連携を

含め会社全体で毅然とした態度で臨むものとし、反社会的勢力とは一切の関係を遮断します。また、

警察や関係機関並びに弁護士等の専門機関と連携を図りながら、引き続き反社会的勢力を排除する

ための整備を推進します。  

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況 

当社は、反社会的勢力との一切の取引を許容しない業務運営を図ることが、企業の社会的責任で

あることを十分に認識し、社会的正義を実践すべく、毅然とした態度で臨むことを基本的な考え方

として、以下の体制を整備いたします。 

① 反社会的勢力に関する情報収集及び反社会的勢力への対応並びに役職員への教育については、

管理部を担当部門としています。 

② 管理部は、随時関係行政機関や顧問弁護士に相談を行い、助言、指導等を受けることとしてい

ます。 

③ 各業務執行部門は、取引先に対する反社会的勢力に関する調査を実施し、万一、反社会的勢力

との関係が判明したときはその関係を遮断いたします。 

④ 新規取引先については WEB 検索及び企業情報等を提供しています株式会社ジー・サーチでの記

事検索を必ず行っております。各業務執行部門は取引対象先及びその経営者、取締役等の風評

等の確認を行った上で管理部に依頼し、G-Search（株式会社ジー・サーチ）による調査を行っ

て取引開始の可否を決定しています。また既存取引先等についても現在全取引先のチェックを

実施しており、今後は概ね年に一度の割合で実施するようにしております。 

⑤ 取引先と新たな取引が生じる際には、同勢力排除条項を設けた取引基本契約書あるいは暴力団

等反社会的勢力排除に関する覚書を締結しており、現在の当社役職員からは、同勢力と関わり

合いない旨の誓約書を受領しております。 

⑥ 当社は、公益財団法人福岡県暴力追放運動推進センターに加入しております。また管理部長を

不当要求防止責任者に選任し所轄の警察署に届出を行っており、地元警察と連携する体制を構

築しております。 

 

Ⅴ．その他 

１．買収防衛策導入の有無 

買収防衛策導入 なし 

 

  




